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個人情報保護委員会は、2025年 3月 5 日、「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について」を公表しま

した。 

現在、個人情報保護委員会において検討されている個人情報保護法改正の「制度的な論点」として、(1)個人デー

タ等の取扱いにおける本人関与に係る規律の在り方、(2)個人データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに

適切に対応した規律の在り方、(3)個人情報取扱事業者等による規律遵守の実効性を確保するための規律の在り方

が示されており、今回は、このうち主に(3)個人情報取扱事業者等による規律遵守の実効性を確保するための規律

の在り方についての具体的な改正内容の案が新たに公表されました。 

2025 年 2 月 5 日、19 日には、(1)及び(2)の具体的な改正内容の案が公表されたところであり、個人情報保護法

改正の内容がまとまりつつあります。 

（ニューズレター「『個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について』の公表（2025年 2月 5 日）」、「『個

人情報保護法の制度的課題に対する考え方について（個人データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適

切に対応した規律の在り方）』の公表（2025年 2月 19日）」参照） 

もっとも、3月 5日には、「「個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る検討」の今後の検討の進め方」に対

して寄せられた意見として、有識者や経済団体、消費者団体等からの意見も公表されており、一連の「個人情報

保護法の制度的課題に対する考え方について」で示された具体的な改正内容の案に対し、そもそも当該事項を改

正すべきでないという意見や、具体的な内容を修正すべきとの意見も出されております。 

したがって、現在示されている具体的な改正内容の案のまま改正がされるか、いつ頃改正法が成立するかは、今

後の動向を注視する必要があります。 

 

1. 個人情報取扱事業者等による規律遵守の実効性を確保するための規律の在り方の概要 

今回公表された事項と想定される対応事項の概要は以下のとおりです。ただし、今回公表された事項はあくまで

も案であり確定した改正事項ではないため、いずれも直ちに対応が必要になるものではないことにご留意くださ

い。 

  

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite_250305.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250210appi_20250205/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250219appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250219appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250219appi/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_kongonosusumekatanitsuite-ikengaiyou_1-_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_kongonosusumekatanitsuite-ikengaiyou_1-_r6.pdf
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 内容 対応事項として現時点で想定されるもの 対応時期 

1 勧
告
・
命
令
等
の
実
効
性
確
保 

速やかに是正を図る必要がある

事案に対する勧告・命令の在り

方 

対応不要 対応不要 

個人の権利利益のより実効的な

保護のための勧告・命令の内容

の在り方 

命令に従わない個人情報取扱事

業者等の個人情報等の取扱いに

関係する第三者への要請の導入 

2 悪質事案に対応するための刑事罰の

在り方 
対応不要 対応不要 

3 経済的誘因のある違反行為に対する

実効的な抑止手段（課徴金制度）の導

入の要否 

― ― 

4 違反行為による被害の未然防止・拡

大防止のための団体による差止請求

制度、個人情報の漏えい等により生

じた被害の回復のための団体による

被害回復制度の導入の要否 

― ― 

5 漏えい等発生時の体制・手順につい

て確認が得られている場合や違法な

第三者提供が行われた場合における

漏えい等報告等の在り方 

社内規程の見直し 

改正法施行まで

に対応すること

が望ましい 

 

2. 勧告・命令等の実効性確保 

勧告・命令等の実効性の確保のために、以下の 3つの改正が検討されています。 

①現行法上、緊急命令は、違反行為による個人の重大な権利利益の侵害が既に発生している場合に限り行うこと

ができるが、当該侵害が切迫している場合においても、（勧告を経ることなく）緊急命令を発出することができる

ようにすること。また、侵害のおそれが生じており、かつ、勧告によって自主的な是正を待ったにもかかわらず、

是正されない場合に命令を発出できるようにすること。 

②本人に対する違反行為に係る事実の通知又は公表その他の本人の権利利益の保護のために必要な措置を勧告・

命令の内容とすること。 

③個人情報保護委員会による命令の対象は、個情法に違反した個人情報取扱事業者のみであるが、当該違反行為

にかかわる第三者にも要請をできるよう根拠規定を設けること。 

 

このうち、広く企業に影響があるものは②だと思われます。これまでは本人への通知や公表が義務付けられてい

るのは、個人データの漏えい等の場合のみだったことに対し、違反行為についても、本人への通知・公表が命令

される場合があり得ます。もっとも、これまで個人情報保護委員会が命令を発出したケースは非常に限られてい

ることから、違反行為にかかる本人への通知・公表に関する命令の対象となるケースも一定程度限定される可能

性はあります。 

 

3. 悪質事案に対応するための刑事罰の在り方 

現行法上、個人情報データベース等又は保有個人情報の提供行為は、不正な利益を図る目的の場合のみ、刑事罰

の対象とされていますが、「損害を加える目的」に基づく提供行為も刑事罰の対象行為にすることが検討されて

います。 

また、「不正な利益を図る目的」又は「損害を加える目的」に基づく個人情報の取得行為についても、直罰の対象

とすることが想定されています。 

個人情報データベース等不正提供罪は、近年、従業員や退職者による顧客情報の持ち出し事案において、適用さ

れるケースが見られます。同罪は両罰規定があり、個人情報データベース等を持ち出された企業も罰則の対象と

なるため、引き続き個人情報の安全管理措置を行うことが重要です。 

 

4. 課徴金制度と団体による差止請求制度及び被害回復制度 



3 

課徴金制度や団体による差止請求制度及び被害回復制度については、昨年、有識者検討会が開催され、2024 年

12月 25 日に検討内容が取りまとめられました。有識者検討会報告書では、特に課徴金制度の具体的な適用対象

についての記載も含まれていましたが（ニューズレター：「個人情報保護法のいわゆる 3 年ごと見直しに関する

検討会報告書（案）の公表」参照）、「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について」では、「継続して議

論していく必要がある」との記載にとどまっております。 

もっとも、有識者からの意見においては、課徴金制度等に対する否定的な意見は出ていないことから、直近に予

定される改正項目から削除されたということではないものと思われます。 

 

5. 漏えい等報告（漏えい等発生時の体制・手順について確認が得られている場合/違法な第三者提供が行われた

場合） 

漏えい等報告について、体制・手順に係る認定個人情報保護団体などの第三者の確認を受けること等を前提とし

て、一定の範囲で速報を免除することや、漏えいした個人データに係る本人の数が１名である誤交付・誤送付の

ようなケースについては、委員会への報告のうち確報を、一定期間ごとに取りまとめた上で行うことが検討され

ています。 

他方、違法な個人データの第三者提供についても報告対象事態とすることが検討されています。 

「漏えい」とは、個人データが外部に流出することですが、個人情報取扱事業者が自らの意図に基づき個人デー

タを第三者に提供する場合は、漏えいに該当しません（通則ガイドライン 3-5-1-2）。 

したがって、これまで、個人情報取扱事業者が自らの意図に基づき個人データを提供していたものの、本人の同

意がなかった事案は「漏えい」に該当しないとして、個人情報保護委員会への報告や本人通知の義務は課されま

せんでした。仮に、違法な個人データの第三者提供についても報告対象事態となった場合、より帰責性の高い事

案を個人情報保護委員会に報告しなければならないこととなり、行政指導を受ける可能性も高まると考えられま

す。そこで、改めて違法行為が行われないような社内体制の見直しが必要となります。 

 

6. 個人情報保護法の改正に向けた検討状況 

個人情報保護法改正に向けたこれまでの検討状況は以下のとおりです。 

2024年 6月 27 日 「個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る検討の中間整理」の公表 

改正を検討する事項と検討の方向性について示したもの 

（U&Pニューズレター：「個人情報保護法改正の中間整理」参照） 

2024年 7月～12月 「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直しに関する検討会」の実施 

課徴金制度や団体による差止請求制度及び被害回復制度について検討 

2024年 10月 16日 「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直しの検討の充実に向けた視点」及び「今

後の検討の進め方」の公表 

2024年 12月 25日 「個人情報保護法のいわゆる３年ごと見直しに関する検討会の報告書」の公表 

検討会における課徴金制度や団体による差止請求制度及び被害回復制度の改正に

ついての議論を取りまとめたもの 

（U&P ニューズレター：「個人情報保護法のいわゆる 3 年ごと見直しに関する検

討会報告書（案）の公表」参照） 

2025年 1月 22日 「『個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る検討』の今後の検討の進め方

について」の公表 

中間整理に検討事項を追加など 

（U&P ニューズレター：「個人情報保護法改正の追加検討事項の公表（2025 年 1

月 22日）」参照） 

2025年 2月 5日 「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について（個人データ等の取扱い

における本人関与に係る規律の在り方）」の公表 

（U&Pニューズレター「『個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について』

の公表（2025年 2月 5日）」参照） 

2025年 2月 19日 「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について（個人データ等の取扱い

の態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り方）」の公表 

（U&P ニューズレター「『個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について

（個人データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の

在り方）』の公表（2025年 2月 19日）」参照） 

2025 年 3 月 5 日

（New） 

「個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について」の公表 

https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20241218appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20241218appi/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite_250305.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_kongonosusumekatanitsuite-ikengaiyou_1-_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/guidelines_tsusoku/#a3-5-1
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/chukanseiri_honbun_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20240627appi/
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/kentohkai/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_jyujitsunimuketashiten_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_susumekata_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_susumekata_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/241225_shiryou-1.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20241218appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20241218appi/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_kongonosusumekatanitsuite_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_kongonosusumekatanitsuite_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250123appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250123appi/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250210appi_20250205/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250210appi_20250205/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite-tayoukatourisk-_r6.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite-tayoukatourisk-_r6.pdf
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250219appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250219appi/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20250219appi/
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seidotekikadainitaisurukangaekatanitsuite_250305.pdf
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関連セミナー 

・「個人情報保護法 3年ごと見直しの最新動向（2024年 12月）」（U&Pリーガルセミナー）【無料：2025/3/31ま

で配信中】（2024年 12月 24日収録） 

 

以 上 

 

ニューズレターの配信登録はこちらです。 

バックナンバーはこちらでご覧いただけます。  牛島総合法律事務所 
https://www.ushijima-law.gr.jp/ 

 

 

https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/seminar/20241220ann_appi/
https://go.ushijima-law.gr.jp/l/1049932/2024-01-15/28wn
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/
https://www.ushijima-law.gr.jp/

